
令和６年度障害福祉サービス等報酬改定
に関する意見等

公益社団法人 日本看護協会

副会長 山本 則子

1

障害福祉サービス等報酬改定検討チーム

第33回（R5.8.3） ヒアリング資料７



公益社団法人 日本看護協会の概要

１．設立年月日：昭和22年6月5日

２．活動目的及び主な活動内容
看護職（保健師・助産師・看護師・准看護師）の資格を持つ個人が自主的に加入し運営する、
日本最大の看護職能団体

【基本理念】
○ 看護の質の向上

医療安全対策、専門看護師・認定看護師・認定看護管理者の認定、研修や学会の開催 等

○ 看護職が働き続けられる環境づくり

看護職員の労働条件、離職率等をはじめとした調査・研究、看護職の再就業支援、

労働と看護の質向上のためのデータベース事業、看護職賠償責任保険制度の運営 等

○ 看護領域の開発・展開

政策の提言と実現に向けた活動、在宅医療・訪問看護の推進、災害時の支援、国際交流・
協力、広報活動 等

３．加盟団体数（または支部数等）：47都道府県看護協会（法人会員）と連携して活動

４．会員数：76万1,443人（令和5年3月31日時点）

５．会 長：高橋 弘枝
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令和６年度障害福祉サービス等報酬改定に関する意見等（概要）

（1）看多機による共生型児童発達支援・共生型放課後等デイサービスについて （視点1～3）
・看多機（看護小規模多機能型居宅介護）による標記共生型サービスは、限られた資源を活用し、医療的ケア児・者の地域生活を生涯を
通じ切れ目なく支えられることが期待されるが、一般事業所の基本報酬と比較して最大5～6倍の差が生じている。事業継続や新規参入
の障壁となっているため、医療的ケア児の受け入れに対する評価を拡充されたい。

（2）看多機による共生型サービスの指定対象拡大について （視点2・3）
・看多機の「訪問」機能について、多くの看多機が資格・研修要件を満たす職員配置になっていると見込まれるため、共生型サービスの
「居宅介護」の指定対象に加えられたい。

（3）医療型短期入所について （視点1・2）
・利用者のニーズに応じた質の高いサービスを提供するために、利用開始時期のアセスメントや環境調整を十分に実施できるよう、短期
利用加算による評価について見直しをされたい。

（4）送迎加算について （視点1・2）
・障害福祉サービスの利用に際し、医療的ケアを要する児・者の送迎を行う場合、医療機器の積載や看護師の同乗、車両1台につき利用
者1名ずつの送迎等、手厚い対応が必要となり、現行の送迎加算ではカバーできず、事業所の持ち出しによる対応となっている。ついて
は医療的ケアを要する児・者の送迎を行った場合の評価について、再検討されたい。

・精神障害者の地域生活を支える上で、医療と福祉の連携は不可欠であり、特に訪問看護と障害福祉サービス事業所との連携が強化さ
れることで、地域生活の継続や重症化予防、個別ニーズに応じたサービス提供につながることが期待される。ついては障害福祉サービ
ス事業所と精神科訪問看護基本療養費を算定している訪問看護事業所の連携に対する加算評価を新設されたい。

（1）平時からの感染管理体制の強化 （視点1～4）
・障害者支援施設等における感染管理体制の強化が求められているが、実際には研修・訓練が十分になされておらず、事業所側は外部
からの支援等を望んでいる。ついては、医療機関等に所属する感染管理認定看護師・感染症看護専門看護師との連携による体制整備
に対する加算評価を新設されたい。

（2）口腔機能の維持・向上に向けた取り組み （視点1～3）
・口腔機能の維持・向上に向けた支援が必要な入所者への支援において、関係職種が業務多忙であることが支障となっている。ついて
は、医療機関等に所属する摂食嚥下障害看護認定看護師との連携による支援に対する加算評価を検討されたい。

・令和3年度報酬改定による、虐待防止・身体拘束の適正化推進のための研修等の各種取り組みの実施状況や効果・課題等の実態を把
握し、更なる虐待防止・身体拘束の適正化に向けた方策を検討されたい。加えて、更なる身体拘束の適正化の推進にあたっては、人員
体制の充実が必要であるため、そうした手厚い対応を行う施設や事業所を評価する仕組みを創設されたい。

・昨今の物価高騰の影響により、障害福祉サービスにおいても、物品購入や、食事提供・入浴・送迎等の実施に係るコストが増大し、事業
所の負担が大きくなっている。ついては、物価高騰の影響を踏まえ、各種サービスの基本報酬や加算の見直し、及び必要な財政措置を
講じられたい。 公益社団法人 日本看護協会 3

1 医療的ケア児・者やその家族を支えるサービスの充足

2 精神障害者を支える医療・福祉の連携強化

3 障害者支援施設等における体制強化

4 虐待防止・身体拘束の適正化

5 物価高騰等による影響への配慮 （視点3）

（視点1・2）

（視点1）



現場の声（本会による共生型サービスを実施している看多機へのヒアリングより）

‣ 看多機では看護職による医療的ケア等の体制が整っていることから、一般事業所での受け入れが困難な児等の
利用希望がある。

‣ 医療的ケア児への対応を行っているが、報酬の不足感が強く、事業継続や新規参入の障壁となっている。

‣ 実際には指定基準以上の看護職の加配を行っているが、それに対する報酬上の評価はなく、事業所の持ち出し
となっている。

‣ 一般事業所で定められている医療的ケア児への支援に係る医療濃度に応じた看護職員配置（参考資料1参照）
を既に満たしている、または今後基本報酬の見直しがなされるのなら配置を見直したい意向あり。

１ 医療的ケア児・者やその家族を支えるサービスの充足
（１）看多機による共生型児童発達支援・共生型放課後等デイサービスについて（視点1～3）

【意見・提案を行う背景、論拠】

■看多機による共生型サービス実施の必要性

・令和4年度に公表された「障害者総合支援法改正法施行後３年の見直しについて～社会保障審議会 障害者部会
報告書～」において、共生型サービスは多様化・複雑化している福祉ニーズに臨機応変に対応できること、人口減少
の中で地域の実情に応じたサービス提供体制整備や人材確保ができることなどが期待される、重要な選択肢の一つ
である旨が記載されている。

・また、今後、看多機（看護小規模多機能型居宅介護）の共生型サービスへの参入が進めば、医療的ケア児（推計2万
人）が住み慣れた地域で生涯を通じて総合的なサービスを継続して受けながら暮らすことができ、18歳以降の支援体
制や行先が不足しているという課題に対しても対応が可能となる。

■令和3年度報酬改定内容及び課題

・令和3年度の報酬改定にて、医療的ケア児の受け入れの裾野が十分に広がっていないという課題を踏まえ、児童発
達支援・放課後等デイサービス（一般事業所）において、医療的ケア児を直接評価する基本報酬が新設された（参考
資料1参照）。

・しかし、看多機が実施する共生型児童発達支援、共生型放課後等デイサービスでは、医療的ケア児を直接評価する
基本報酬となっておらず、利用者の状態像に関わらず一律の報酬単価となっており、上記の一般事業所と比較して、
最大5～6倍ほどの基本報酬差が生じている。

令和６年度障害福祉サービス等報酬改定に関する意見等（詳細版）
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【意見・提案の内容】
■看多機が実施する共生型サービスにおける、医療的ケア児の受け入れに対する評価拡充

・看多機が実施する共生型児童発達支援、共生型放課後等デイサービスにおいても、令和3年度の一般事業
所における基本報酬の見直しと同様に、医療的ケアの新判定スコアに応じた段階的な基本報酬の設定へ
の見直しをされたい。

令和６年度障害福祉サービス等報酬改定に関する意見等（詳細版）
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（2）看多機による共生型サービスの指定対象拡大について（視点2・3）

【意見・提案を行う背景、論拠】

■看多機の人員配置状況

・看多機の介護職員には介護福祉士、訪問介護員等の資格要件がなく、障害福祉の「居宅介護」・

介護保険の「訪問介護」と同等の人員基準ではないため、看多機の「訪問（介護）」の機能は共生型

サービスの指定対象になっていない。

・現状では、全介護職員に占める介護福祉士の割合が半分を超える看多機事業所が67.9%となって

おり、「居宅介護」や「訪問介護」の資格・研修要件を満たす介護職員が複数名いる看多機事業所

が多いと見込まれる（参考資料2参照）。

令和６年度障害福祉サービス等報酬改定に関する意見等（詳細版）

公益社団法人 日本看護協会

【意見・提案の内容】

・看多機の「訪問」機能について、共生型サービスの「居宅介護」の指定対象に加えられたい。
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（3）医療型短期入所について（視点1・2）

【意見・提案を行う背景、論拠】

■短期利用加算の現状と課題

・利用者のニーズに応じた質の高いサービスを提供する上で、利用開始にあたってのアセスメントや

環境調整は非常に重要だが、手厚い支援に見合う評価になっていない。

令和６年度障害福祉サービス等報酬改定に関する意見等（詳細版）

公益社団法人 日本看護協会

【意見・提案の内容】

■短期利用加算の見直し

・利用者のニーズに応じた質の高いサービスを提供するために、利用開始時期のアセスメントや

環境調整を十分に実施できるよう、短期利用加算による評価について見直しをされたい。
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現場の声（本会による医療型短期入所を実施している施設・医療機関等へのヒアリングより）

‣ 利用開始初期は、個別性に応じたケアを提供できるよう、ご家族同伴による家庭での様子やケア
方法の確認、個別の支援マニュアルの作成等を行うため、新規受け入れ時には通常よりも多い
人員配置が必要となる。

➡現行の短期利用加算（30単位）ではカバーできず、施設の持ち出しによる対応となっている。
（現場で工夫している事例【事例1】に詳細記載あり）



（4）送迎加算について（視点1・2）

【意見・提案を行う背景、論拠】

■送迎加算の現状と課題

・サービス利用に係る送迎について、医療的ケア児・者や家族からのニーズは非常に大きいが、
車内での医療的ケアには、リスクが伴い難易度も高いことから、看護職の同乗が必要となる。

令和６年度障害福祉サービス等報酬改定に関する意見等（詳細版）

公益社団法人 日本看護協会

【意見・提案の内容】

■医療的ケア児・者の送迎に係る評価の再検討
・障害福祉サービスの利用に際し、医療的ケアを要する児・者の送迎を行った場合の評価について、再検討
されたい（医療的ケアの濃度に応じた報酬設定、看護職同乗に対する加算増額等） 。
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児童発達支援・
放課後等デイサービス

障害児：54単位
（喀痰吸引等の医療的ケアが必要な児について看護職員の同乗を伴う場合 ＋37単位加算）
重症心身障害児：37単位

短期入所 186単位

現場の声：医療的ケア児・者の送迎の実態
（本会による児童発達支援・放課後等デイサービス（共生型サービスとして行う看多機を含む）、医療型短期入所へのヒアリングより）

‣ 吸引機や酸素ボンベなどの医療機器の積載や、看護師の同乗が必要。

‣ 細やかな対応が必要であるために1台につき利用者1名ずつなど、少人数の送迎となっている。

‣ こうした手厚い体制で片道1時間弱かかる遠方への送迎対応等も行っている。

➡現行の加算（※）ではカバーできず、事業所の持ち出しによる対応となっている。

※現行の送迎加算（概要）



2 精神障害者を支える医療・福祉の連携強化（視点1・2）

【意見・提案を行う背景、論拠】

■障害福祉サービス事業所と精神科訪問看護の連携の必要性

・わが国では、医療機関から地域への移行が進められているものの、精神障害者の退院後の地域での生活
日数は1年未満という現状がある。

・また、障害福祉サービスを利用する精神障害者は増加傾向にあり（参考資料3参照）、精神障害を抱える方
の地域での生活を支えるためには、医療と福祉の連携が不可欠である。

・特に訪問看護は、利用者の生活の場に赴き、医療と生活の両面から総合的な支援を行い、地域での生活
を支えている。今後、訪問看護と障害福祉サービス事業所との連携が強化されることで、精神障害者の地
域生活の継続や重症化予防、より質の高い個別ニーズに応じたタイムリーなサービス提供につながること
が期待される。

・実際に、調査結果（※）より、約7割の精神科訪問看護が障害福祉に関する共同カンファレンスへの参加や、
障害福祉サービスに関する研修会に参加していることが明らかとなっている（参考資料3参照） 。
※「精神科訪問看護に係る実態及び精神障害にも対応した地域包括ケアシステムにおける役割に関する調査研究」

・さらに、同調査にて、保健所からも精神科訪問看護と障害福祉サービス事業所の連携強化を期待する声が
寄せれられている （参考資料3参照）。

令和６年度障害福祉サービス等報酬改定に関する意見等（詳細版）

公益社団法人 日本看護協会

【意見・提案の内容】

■障害福祉サービス事業所と精神科訪問看護の連携評価

・障害福祉サービス事業所と精神科訪問看護基本療養費を算定している訪問看護事業所が連携した
際に、障害福祉サービス事業所の評価として「精神障害者支援医療連携加算（仮称）」を新設されたい。
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３ 障害者支援施設等における体制強化
（１）平時からの感染管理体制の強化（視点1～4）

【意見・提案を行う背景、論拠】
■平時からの感染管理体制の強化の必要性・課題

・今般の新型コロナウイルスの感染症拡大により、障害者支援施設においてもクラスターの発生が問題となった。
新型コロナウイルス感染症が5類感染症の位置づけとなっても、障害者支援施設等におけるリスクは変わりなく、
平時からの感染管理体制の強化が必要。

・しかし、実態としては、調査結果（※）から、障害福祉サービス事業所における感染症の予防・発生時の対応等の
研修・訓練の実施状況は十分ではなく、研修のノウハウが乏しいという課題や、研修担当者の育成、外部からの
支援を望んでいることが明らかとなった（参考資料4～6参照）。
※感染症対策及び業務継続に向けた各種取組に関する実態調査

■感染管理の専門性の高い看護師による支援の必要性・効果
・上記の課題に対し、全ての障害者支援施設等で専門の職員を配置することは困難なため、医療機関等で活動する
感染管理の専門性の高い看護師の活用が有効と考えられる。これらの看護師が障害者支援施設等に出向き、感染
管理の基礎知識の研修や各事業所の課題抽出、具体的な改善策の提示に至るまで一元的な支援を行うことにより、
感染管理体制の強化に寄与できる。

・実際に、厚生労働省が実施した、障害福祉サービス事業所における感染症対策のための実地研修（※）において、
感染症専門家として、感染管理認定看護師や感染症看護専門看護師等を派遣している。これらの看護師が、ゾー
ニングの現地確認指導や実技訓練、講義等を行い、事業所の感染症対策の評価・課題の整理や、職員の感染症対
策に関する知識・技術の習得につながっている。
※令和2年度障害者支援施設及び障害福祉サービス事業所等における感染症対策力向上支援業務」の一環として実施

令和６年度障害福祉サービス等報酬改定に関する意見等（詳細版）

公益社団法人 日本看護協会

【意見・提案の内容】
■「感染対策加算（仮称）」の新設

・障害者支援施設をはじめとする障害福祉サービス事業所における、医療機関等に所属する感染管理認定看
護師や感染症看護専門看護師との連携による、事業所の感染管理体制の強化に向けた職員への研修・訓練、
体制整備等の取り組みを評価する、「感染対策加算（仮称）」を新設されたい。

10



（2）口腔機能の維持・向上に向けた取り組み（視点1～3）

【意見・提案を行う背景、論拠】

■口腔機能の維持・向上の必要性と、支援の現状・課題

・口腔機能の維持・向上は、障害児者の生活の質の向上や、誤嚥性肺炎や低栄養の予防にもつながる、
非常に重要な取り組みであり、現行でも、経口移行加算や経口維持加算において、看護師を含む多職種
との協働による計画作成や、管理栄養士・栄養士による栄養管理・支援に対する加算が定められている。

・しかし、調査結果（※）より、経口維持加算・経口移行加算の対象者がいる施設の約8割が算定できておら
ず、その理由として、「関係職種を加算算定要件の取組に従事させることが難しい（他業務が忙しい等）」
が約4割と最も多かった（参考資料7・8参照）。
※施設入所における摂食・嚥下機能支援の実態調査

・また、同調査では、約9割の施設が利用者の食行動や状態等で困ったことや気になることとして、「嚥下
機能の低下（むせ、誤嚥等）」をあげていた（参考資料9参照）。

・このような支援ニーズがあるにも関わらず、施設内での専門職の確保が困難という課題に対し、主に医療
機関等で、経口移行や嚥下力の評価・支援において高い専門性を有し、活動している摂食嚥下障害看護
認定看護師の活用が有用と考えられる（参考資料10参照）。

令和６年度障害福祉サービス等報酬改定に関する意見等（詳細版）

公益社団法人 日本看護協会

【意見・提案の内容】

■摂食嚥下障害看護認定看護師との連携に対する加算評価

・障害者支援施設等において、医療機関等に所属する摂食嚥下障害看護認定看護師との連携により、
経口移行や嚥下力の評価・支援を行った場合、加算による評価を行っていただきたい。
（経口移行加算や経口維持加算の算定対象の見直し等）
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4 虐待防止・身体拘束の適正化（視点1）

【意見・提案を行う背景、論拠】

■虐待・身体拘束における現状・課題

・支援者による障害者への虐待行為はあってはならないものだが、障害福祉施設従事者等職員による虐待
件数は増加傾向にあり、早急な対応が求められている（参考資料11参照）。

・市区町村職員が判断した虐待の発生要因として、「教育・知識・介護技術等に関する問題」「職員のストレス
や感情コントロールの問題」「倫理観や理念の欠如」が半数以上となっており、虐待防止において、職員に
対する教育の重要性が明らかとなっている（参考資料11参照） 。

・令和3年度報酬改定にて、虐待防止及び身体拘束の適正化推進のため、運営基準の見直しや減算要件の
追加等がなされたが（参考資料12・13参照）、これらの実施状況の全容が明らかになっていない。

・療養介護に関しては、一部調査がなされており、身体拘束廃止未実施減算の適用は0.8%のみである一方で、
約8割が身体拘束を実施しており、夜間支援の人員体制の充実を希望していた（参考資料14参照） 。

令和６年度障害福祉サービス等報酬改定に関する意見等（詳細版）

公益社団法人 日本看護協会

【意見・提案の内容】

■虐待防止・身体拘束の適正化に向けた実態把握及び評価

・令和3年度報酬改定による、虐待防止・身体拘束の適正化推進のための研修等の各種取り組みの
実施状況や効果・課題等の実態を把握し、更なる虐待防止・身体拘束の適正化に向けた方策を検討
されたい。

・更なる身体拘束の適正化の推進にあたっては、人員体制の充実が必要であるため、そうした手厚い
対応を行う施設や事業所を評価する仕組みを創設されたい。
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5 物価高騰等による影響への配慮（視点3）

【意見・提案を行う背景、論拠】

■物価高騰による障害福祉サービスへの影響

・昨今、原材料や燃料の高騰等の影響により、物価が高騰しており、障害福祉サービスにおいても、

様々な必要物品・備品購入や、食事提供・入浴・送迎等の実施に係るコストが増大し、事業所の負担

が大きくなっている。

・実際に、本会が児童発達支援・放課後等デイサービス（共生型サービスとして行う看多機を含む）や、

医療型短期入所を実施している事業所へヒアリングをしたところ、看護職をはじめとする職員の確

保・定着のためには待遇の改善が必要だが、物価高騰等の影響により支出が増える中、収入の9割

が人件費となり赤字経営が続いている事業所もあった。

・本会としても、こうした背景を踏まえ、「医療機関等の看護職員の賃上げを可能とする財政支援に関

する要望」を行っている（参考資料15参照）。

令和６年度障害福祉サービス等報酬改定に関する意見等（詳細版）

公益社団法人 日本看護協会

【意見・提案の内容】

・物価高騰の影響を踏まえ、各種サービスの基本報酬や加算の見直し、及び必要な財政措置を

講じられたい。

・障害福祉サービス等報酬改定においても、看護職員の処遇改善が可能となるよう、診療報酬

の「看護職員処遇改善評価料」と同様の措置を講じられたい。
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（参考資料1）

出典：厚生労働省HP 令和3年度障害福祉サービス等報酬改定について
「令和3年度障害福祉サービス等報酬改定における主な改定内容」
（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000202214_00007.html）公益社団法人 日本看護協会

1-（１）看多機による共生型児童発達支援・共生型放課後等デイサービスについて
令和3年度 報酬改定内容：児童発達支援・放課後等デイサービス
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■各サービスの介護職員の資格・研修要件 ■看多機事業所の介護職員に
占める介護福祉士の割合

n=293（回答事業所数）

出典：令和4年度厚生労働省 老人保健健康増進等事業
「看護小規模多機能型居宅介護の普及等に関する調査研究事業」
（日本看護協会）

（参考資料2）

公益社団法人 日本看護協会

1-（2）看多機による共生型サービスの指定対象拡大について
看多機における介護職員配置等
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（参考資料3） 2 精神障害者を支える医療・福祉の連携強化

出典：厚生労働省 令和２年度 障害者総合福祉推進事業「精神科訪問看護に係る実態及び
精神障害にも対応した地域包括ケアシステムにおける役割に関する調査研究」報告書

■精神科訪問看護の事業所スタッフの研修会の実施方法

■保健所が精神科訪問看護に期待する役割
（保健所による自由記載での回答より抜粋）

・相談支援事業所や障害福祉サービス事業所との連携を図
り、福祉部門の支援者に対し、医療的なアドバイスや支
援をお願いしたい。

・精神障害の方は、病状の変化により入退院を繰り返す方
が多いが、精神科訪問看護利用により、病状の早期発見、
早期対応を図ることができ、長期入院を防ぐことができ
る。アウトリーチ機能を活用し、地域と医療のパイプ的
役割を期待している。

・家から出て、障害福祉サービスを利用するのが苦手な対
象者にとって、精神科訪問看護の果たす役割はとても大
きい。障害福祉サービス分野との連携をより深めてもら
えると、より良い支援につながると思う。

■障害福祉サービスを利用する精神障害者数

公益社団法人 日本看護協会

■精神科訪問看護と他機関との共同した取り組みや連携等の状況

厚生労働省HP 統計情報「障害福祉サービス等の利用状況について」をもとに本会作成

（注）各年度の月毎の平均から算出。2022年度は2022年4月から2023年1月までのデータを元に算出

16↑調査対象：精神科訪問看護を提供する精神科病院及び訪問看護事業所



（参考資料4）

公益社団法人 日本看護協会

出典：令和3年度障害福祉サービス等報酬改定検証調査 結果概要「感染症対策及び業務継続に向けた各種取組に関する実態調査」

3-（１）平時からの感染管理体制の強化
障害福祉サービス事業所における研修・訓練の実施状況①
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（参考資料5）

公益社団法人 日本看護協会

3-（１）平時からの感染管理体制の強化
障害福祉サービス事業所における研修・訓練の実施状況②

出典：令和3年度障害福祉サービス等報酬改定検証調査 結果概要「感染症対策及び業務継続に向けた各種取組に関する実態調査」
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（参考資料6）
研修の実施にあたって望まれる支援策研修の実施にあたって課題と感じること

訓練の実施にあたって課題と感じること 訓練の実施にあたって望まれる支援策

公益社団法人 日本看護協会

3-（１）平時からの感染管理体制の強化
障害福祉サービス事業所における研修・訓練実施における課題・望まれる支援策

出典：令和3年度障害福祉サービス等報酬改定検証「感染症対策及び業務継続に向けた各種取組に関する実態調査」
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（参考資料7）

公益社団法人 日本看護協会

3-（2）口腔機能の維持・向上に向けた取り組み
障害者支援施設入所者の経口摂取の維持に関する取り組みの状況

出典：令和2年度障害福祉サービス等報酬改定検証調査 「施設入所における摂食・嚥下機能支援の実態調査」
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（参考資料8）

公益社団法人 日本看護協会

3-（2）口腔機能の維持・向上に向けた取り組み
障害者支援施設入所者の経口移行に関する取り組みの状況

出典：令和2年度障害福祉サービス等報酬改定検証調査 「施設入所における摂食・嚥下機能支援の実態調査」
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（参考資料9）

公益社団法人 日本看護協会

3-（2）口腔機能の維持・向上に向けた取り組み
障害者支援施設利用者の食行動や状態等で困ったことや気になること

出典：令和2年度障害福祉サービス等報酬改定検証調査 「施設入所における摂食・嚥下機能支援の実態調査」
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（参考資料10）

公益社団法人 日本看護協会

3-（2）口腔機能の維持・向上に向けた取り組み
摂食嚥下障害に関する専門性の高い看護師の支援による効果

23

【対象者】
・2006 年 9 月から 2010 年 3 月までに認定看護師に紹介された入院患者 1,330 例中，摂食嚥下機能が問題なしと判断された症例や Japan Coma Scale

（JCS）［16］3 桁の重度の意識障害や治療が必要な病態の急変により経口摂取は明らかに不能と判定された 332 例を除く 998 名（平均年齢 74 歳）
・患者の原疾患：脳卒中(46%)、その他脳疾患(16%)、外科手術後(10%)、呼吸器疾患(8%)、神経筋疾患(4%)、耳鼻科疾患(3%)、その他(14%)



（参考資料11）

公益社団法人 日本看護協会

4 虐待防止・身体拘束の適正化
障害福祉施設従事者等による障害者虐待の状況

24

出典：令和3年度 障害者虐待対応状況調査

■市区町村等職員が判断した虐待の発生要因（複数回答）



（参考資料12）

公益社団法人 日本看護協会

4 虐待防止・身体拘束の適正化
令和3年度報酬改定による、虐待防止推進に向けた運営基準の見直し

25

出典：厚生労働省HP 令和3年度障害福祉サービス等報酬改定について
「令和3年度障害福祉サービス等報酬改定における主な改定内容」
（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000202214_00007.html）



（参考資料13）

公益社団法人 日本看護協会

4 虐待防止・身体拘束の適正化
令和3年度報酬改定による、身体拘束等の適正化の推進に向けた運営基準等の見直し

26

出典：厚生労働省HP 令和3年度障害福祉サービス等報酬改定について
「令和3年度障害福祉サービス等報酬改定における主な改定内容」
（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000202214_00007.html）



（参考資料14）

公益社団法人 日本看護協会

4 虐待防止・身体拘束の適正化
療養介護における身体拘束の状況

27

出典：令和4年度障害福祉サービス等報酬改定検証調査 「療養介護における実態調査」

■身体拘束を実施した事例の有無
令和4年12月の１か月間で身体拘束を
実施した事例の有無を聞いたところ、
「ある」が79.5%、「ない」が19.6%

■身体拘束を実施した実人数・延べ日数（1か月間の平均）
令和4年12月の１か月間で身体拘束を実施した事例のある事業所に、該当の実人数、延べ日数を聞いたところ、
平均で実人数39.7人、延べ日数895.7日

■夜間支援の人員体制
夜間支援の人員体制について、「十分な体制
を確保できている」と回答したのは2割以下で、
約8割が充実の必要性を感じていた。

■身体拘束廃止未実施減算の
適用有無

身体拘束廃止未実施減算の適用は、
「ない」が95.3%



（参考資料15）

公益社団法人 日本看護協会

5 物価高騰等による影響への配慮
本会要望書「医療機関等の看護職員の賃上げを可能とする財政支援に関する要望」
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現場で工夫している事例について

【事例1】 （視点1・2関係）（意見1-（3）【意見・提案を行う背景・論拠】より再掲）

・医療型短期入所の初回利用時は、個別性に応じたケアを提供できるようご家族同伴とし、
家庭での様子やケア方法を確認し、個別のマニュアルを作成している。その後、初回担当
者が次の担当者に利用時に指導を行うという流れで複数の職員が担当できるようになって
いく、という形で支援を行っている。

※課題：上記対応により、新規受け入れ時には通常よりも多い人員配置が必要となり、現状
の短期利用加算（30単位）ではカバーできず、施設の持ち出しによる対応となって
いる。

【事例2】 （視点4関係）

・これまで事業所のPCの台数が限られており、記録や情報確認のためのPCの順番待ちに
よる時間のロスがあったが、クラウドシステムを導入するとともに、スマートフォン等、PC以
外のアクセス端末を導入したことで、各自の都合の良いタイミングでできるようになり、業務
効率化につながった。

・これまでは手書きで記録を行っていたが、PCの台数を増やしPCで記録する体制に変更し
たことで、記録の時間が減り、記録担当も直接支援にあたる時間が増えた。

公益社団法人 日本看護協会 29


